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令和４年３月３日 

 

 

都道府県医師会 

感染症危機管理担当理事 殿 

 

 

             日本医師会感染症危機管理対策室長 

                       釜 萢  敏 

 

 

宿泊療養又は自宅療養を証明する書類について  

 

今般、厚生労働省より各都道府県等衛生主管部（局）宛てに標記の事務

連絡が改正された旨連絡なされ、本会に対しても情報提供がありましたの

で、ご連絡いたします。 

 本改正は宿泊・自宅療養者が保険会社に入院給付金を請求するために必

要となる、療養していた旨の証明書について、療養終了日の記載を求めな

いことを可能とするものです。 

本改正に係る対応の概要は下記のとおりです。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、郡市

区医師会及び関係医療機関に対する情報提供についてご高配のほどお願い

申し上げます。 

 

記 

 

宿泊・自宅療養者から宿泊・自宅療養の証明書の発行を求められた場合、当該療

養者からの申告などにより、療養期間が 10 日以内であるか否かを確認し、①又は②

のとおり取り扱えること。 

 

①10 日以内の場合、以下のいずれかの対応を行う。 

・医師、病院・診療所・自治体・保健所等の担当者のいずれかの方が別添様式を療養

終了日を記載せずに発行する。 

・自治体が発行する感染症法に基づく就業制限の通知を証明書として取り扱う。 

 

② ①以外の場合、以下のいずれかの対応を行う。 

・医師、病院・診療所・自治体・保健所等の担当者のいずれかの方が別添様式を療養

開始・終了日を記載して発行する。 

・自治体が発行する感染症法に基づく就業制限の通知・解除通知を証明書として取り

扱う。 

 



 事 務 連 絡 

令 和 ４ 年 ３ 月 ３ 日   

 

公益社団法人 日本医師会 御中 
 
 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

 

 

宿泊療養又は自宅療養を証明する書類について 

 

宿泊療養又は自宅療養を証明する書類について、今般、民間保険の証明書発行業務が保

健所業務の負担となっていることから、保険会社等と調整のうえ、事務連絡の改正を行

い、各都道府県・保健所設置市、特別区宛てに発出いたしましたので内容を御了知いた

だくようよろしくお願いいたします。 
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事 務 連 絡  

令和２年５月 15 日 

令和４年３月３日一部改正 

 

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  
 
 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症 

対策推進本部 

 

 

 

宿泊療養又は自宅療養を証明する書類について 

 

 

 

宿泊療養又は自宅療養に関するＱ＆Ａについて、別紙のとおり取りまとめ

ましたので、お知らせします。 

なお、本事務連絡については、金融庁、生命保険協会及び日本損害保険協

会と協議済みであることを申し添えます。 

（主な改正箇所は太字下線） 
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（別紙） 

 

（答） 

○ 新型コロナウイルス感染症の状況等を踏まえ、保険会社の医療保険等の入

院給付金については、感染が確認された方のうち、宿泊療養や自宅療養となっ

た方々に対しても、医師の証明書等に基づき、同給付金等の支払いの対象とな

ることがあります。 

 

○ 宿泊療養や自宅療養となった方々から、その療養していた旨の証明を求め

られた場合には、以下の対応が考えられることから、地域の実情に応じて、適

切に対応をお願いいたします。 

 

【従来の柔軟な対応】 

 宿泊療養又は自宅療養となった方のために発行する証明書 
生命保険協会及び日本損害保険協会では、一部都道府県との協議の上、医療従

事者等の方々の事務負担を考慮し、通常の保険金支払いに要する手続きを簡略

化し、別添様式にあるような最低限の情報に基づき支払いを行うような取り扱

いを行っています。別添様式を用いて、宿泊療養又は自宅療養を証明する書類と

して取り扱うことも可能です。 

 

 感染症法に基づく就業制限の通知・就業制限の解除通知 

感染症法に基づく新型コロナウイルス感染症の就業制限の通知・就業制限の

解除通知については、対象者の氏名、就業制限の期間が含まれている場合には、

宿泊療養又は自宅療養を証明する書類として取り扱うことも可能です。 

 

【新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえた更なる柔軟な対応】 

➢ 生命保険協会及び日本損害保険協会では、医療従事者や保健所等の方々

の事務負担を考慮し、宿泊療養又は自宅療養の期間が、厚生労働省の療養

解除基準に準じた期間（例：無症状であれば７日間、有症状であれば１０

日間）の範囲内であれば、宿泊療養又は自宅療養の開始日の証明に基づき

支払いを行い、宿泊療養又は自宅療養の終了日の証明は求めないような取

り扱いを行うこととなりました。 

➢ このため、宿泊療養や自宅療養となった方から、その療養していた旨の

証明を求められた場合には、その方からの申告などにより、宿泊療養又は

問 保険会社の医療保険等の入院給付金の請求のために、宿泊療養又は自宅

療養の証明書を求められた場合には、どのような対応が考えられるのか。 
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自宅療養の期間が 10 日以内であるか否かを確認し、以下のとおり取り扱

うことも可能です。 

 

 ① 宿泊療養又は自宅療養の期間が 10 日以内であると確認できる場合

（以下のいずれかの書類を発行） 

  ・別添様式のうち、宿泊療養又は自宅療養の終了日を記載せずに、宿泊

療養又は自宅療養の開始日を証明する書類として取り扱う 

  ・感染症法に基づく新型コロナウイルス感染症の就業制限の通知のみを

発行し、宿泊療養又は自宅療養の開始日を証明する書類として取り扱

う（就業制限の解除通知は発行しない） 

 

 ② ①以外の場合（以下のいずれかの書類を発行） 

  ・別添様式に宿泊療養又は自宅療養の開始日及び終了日を記載して、宿

泊療養又は自宅療養を証明する書類として取り扱う 

  ・感染症法に基づく新型コロナウイルス感染症の就業制限の通知・就業

制限の解除通知（対象者の氏名、就業制限の期間が含まれている場合

に限る。）を発行し、宿泊療養又は自宅療養を証明する書類として取

り扱う 

 



宿泊・自宅療養証明書（新型コロナウイルス感染症専用） 

 

本証明書は、医師、病院・診療所・自治体・保健所等の担当者のいずれかの方がご証明ください。 

 

１．宿泊療養・自宅療

養を受けた方 
   （氏名） 

 
□男性 

□女性 
生年月日 

□大正□昭和 

□平成□令和 

２．傷病名 
 

新型コロナウイルス（COVID-19）感染症 
 

３．治療経過  

 
ＰＣＲ検査陽性 判明日      年    月    日 

 
 
【補足事項がある場合にはご記入ください】 

 
 
 
 

４．宿泊療養（※） 

をした期間 

 
期間      年    月    日  ～      年    月    日 
 

５．宿泊施設の名称 施設名 

６．自宅療養（※） 

をした期間 

 
期間      年    月    日  ～      年    月    日 
 

 
上記のとおり証明します。                  記入日       年   月   日 
 
所在地                           医師 ・ 担当者 （該当するものに○囲み） 

 
名称                            担当者の場合：役職名        
 
 
電話番号                          証明者氏名                  

 
（※）宿泊療養および自宅療養とは、以下の①および②に該当する場合をいいます。 

①2020 年 4 月 2 日付の厚生労働省の「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象並びに 

自治体における対応に向けた準備について」等に定められている宿泊療養または自宅療養であること。 

②感染症法上、入院措置が必要にもかかわらず、医療機関の事情により宿泊療養または自宅療養していること。 

 
 

年  月  日 

各社のフリー使用欄 

ただし、宿泊・自宅療養に関して証明いただく項目については、上記雛形の使用を勧奨する。 


